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３１ 市町村策定の創業支援事業計画認定の権限等に係る移譲 １～９ 

２７ 高圧ガス保安法等における申請等の手続の適正化 １０～１５ 

追４ 火災信号及び津波警報標識におけるサイレン吹鳴パターンの重複の解消 １６～２１ 
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総務省　第２次回答

制度の所管･関係府省

総務省、経済産業省

求める措置の具体的内容

創業から創業後のフォローアップまで一貫した支援を、地方が、地域の実情に応じて、主体的・効果的に行え

るよう次のとおり提案する。

①創業支援事業計画の認定権限の都道府県への移譲

②創業・第二創業促進補助金に係る権限及び交付事務に係る財源を都道府県へ移譲

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

地域活性化のためには、地域の実情を踏まえたきめ細かな創業支援に取り組む必要があり、創業に係る施

策も県・市町が相互に連携しつつ、関連性を持たせながら行う必要があるが、創業支援事業計画について

は、国から情報共有があっても県が認定権限を有していないため、市町に対し同計画策定に向けた働きか

けも十分にできず、地域の実情に応じた主体的・効果的な創業支援に取り組める環境にない。

そこで、創業支援事業計画の認定権限の移譲を受ければ、同計画の策定・実施を通じ、本県で積極的に実

施している創業セミナーの開催等創業支援に向けた事業及び市町の創業支援事業との一層の連携を図るこ

とができるなど、県と市町の役割分担の下、地域の資源を有効に活用した創業支援を行うことができる。

また、創業・第二創業促進補助金に関しては、本県では、これまで、（公財）かがわ産業支援財団が地方事

務局として同補助金の窓口となり、県民に対しその周知に努めるとともに、申請受付時等においては、県の

支援施策の紹介等も行ってきた。さらに今年度からは、支援を受けた事業者等を対象に、創業後間もない廃

業をしないよう、創業後セミナーの開催や中小企業診断士等の専門家の巡回指導など、創業者のフォロー

アップに取り組んでいる。

しかし、今年度から、創業・第二創業促進補助金の地方事務局が廃止され、県民と県及び県の関係機関と

の接点が減少し、同補助金やこれを通した県・市町の関連施策の周知の機会が減少するとともに、創業者

の情報を得る機会の減少に伴い、創業後のフォローアップにも支障が生じている。

創業・第二創業促進補助金の移譲を受ける（県へ交付金として交付）ことで、県と市町が連携して同補助金

の周知と合わせた創業支援事業の紹介を積極的に行うことができるとともに、補助金の交付を受けた者へ

のフォローアップなど、県の創業支援事業との連携や、地域の実情に合わせた募集時期・期間の設定、産業

分野の重点化を図ることができるなど、きめ細かな制度設計が可能であり、創業支援を受ける者にとっての

メリットが大きい。

以上のことから、創業支援事業計画の認定権限及び創業・第二創業促進補助金に係る権限及び財源の都

道府県への移譲を提案する。

提案区分 Ａ　権限移譲 提案分野 産業振興

提案事項
（事項名）

創業支援事業計画の認定権限の都道府県への移譲

提案団体 香川県、徳島県

管理番号 313

根拠法令等

産業競争力強化法第113条、114条、137条３項

創業・第二創業促進補助金

 平成２７年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項

通番31重点事項通番：
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ご提案の「創業支援事業計画の認定権限」については、「平成26年の地方からの提案に関する対応方針」

（平成27年1月閣議決定）の内容に従い対応していく。

＜「平成26年の地方からの提案に関する対応方針」＞

①創業支援事業計画の認定（113条1項）については、当該計画の策定及び実施に資するため、都道府県に

創業支援事業計画の認定申請等の情報提供を行うとともに、都道府県の関係機関が創業支援事業者として

参画できることを平成26年度中に地方公共団体及び経済産業局に通知する。

②創業支援事業計画の認定については、創業支援に係る国家目標の早期達成に向け、原則として27年度

中に現在の制度枠組みを含めた検証を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

各府省からの第１次回答

１．創業支援事業計画の認定

創業支援については、創業支援事業計画の策定主体である市町村に十分なノウハウがない場合が多く、市

町村により近い都道府県に認定権限があれば、より市町村と連携して、都道府県の施策とも関連付けた効

果的な創業支援を行うことができるものと考えている。

２．創業・第二創業促進補助金

香川県では創業支援を受けた事業者などを対象に、支援後のフォローアップにも取り組んでいるが、平成２６

年度補正予算から地方事務局が廃止され、申請受付窓口等が民間企業に一本化されたことで、創業者の情

報を得る機会が減少し、フォローアップにも支障が生じている。

創業・第二創業促進補助金の移譲を受けることにより、創業から創業後のフォローアップまでの一貫した支

援を、地方が、地域の実情に応じて、主体的・効果的に行うことができるものと考えている。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

【全国知事会】

中小企業の新たな事業の創出への支援は、都道府県の関与を強化して地域の実情を適切に反映するととも

に、都道府県が実施する事業と適切に連携することによって、より効果を上げることができる。都道府県が実

施する中小企業の新たな事業の創出に関する事業との連携を図り効果を最大限に発揮する観点から問題

があるため、創業支援事業計画の認定権限を都道府県に移譲し、創業支援事業計画に基づく補助金につい

ては自由度をできるだけ高めた上で、都道府県を実施主体にするか、都道府県に交付すること。

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

○① 補助金の窓口が東京１本になり完全に書面だけの審査となったため、「作文の上手な人」が有利

となり、実情を踏まえた採が困難と思われる（創業者の場合補助金手続きに慣れた者は希少であるた

めその傾向が強くなると思われる。従来は地方事務局が面談等していた。）

② （創業支援事業者の関わりが一部想定されているが）地元での支援機関での相談・指導やその後

の継続支援が担保されていないことに加え、「補助金ありき」での創業が増えることが見込まれ、創業

計画の改善や創業後の持続性・成長性の確保が困難となる。（従来は地方事務局で事前や申請時に

相談を受けアドバイス等を行っていた。決定後も事業者に訪問し面談していた）

神奈川県、東温市

＜新規共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞

8



○創業・第２種創業促進補助金（創業補助金）について、第１次ヒアリングにおいて、「閣議決定に記載してい

た各都道府県の地域審査会を、廃止して全国の窓口が一本化したことについて、対外的な説明責任がある

のではないか」という指摘に対して、「御指摘のとおり」という回答があったが、創業促進補助金の窓口を一本

化した経緯等について、明確に御説明いただきたい。

○創業補助金について、第１次ヒアリングにおいて「地方事務局を置けるかどうかというのはこの場ですぐに

は申し上げられないが、都道府県の関与の連携を強める方向で運用改善を考えていきたい」、「地方事務局

と類似の機能を次の制度でビルトインするのであれば、都道府県に説明、相談する」等の御説明があった

が、概算要求の期限（８月末）を迎えた現時点での検討状況をお示しいただきたい。

○創業補助金について、第１次ヒアリングで指摘したとおり、数千件の創業支援補助金の審査を国が一括し

てやらなければいけないということに元々無理があると思われるので、国は採択基準を定める程度の役割に

特化し、事務・権限を都道府県に移譲するべきではないか。

○創業補助金について、第１次ヒアリングで指摘したとおり、今後の創業補助金の予算編成過程において

は、同補助金と密接に関連する創業支援事業計画の制度運用状況を可能な限り検証し、地方分権、地方自

治の観点からその結果を反映していただきたい。

○創業支援事業計画認定権限の都道府県への移譲について、第１次ヒアリングにおいて、「平成26年の地

方からの提案等に関する対応方針」（平成27年１月30日閣議決定）における「現在の制度枠組みを含めた検

証」を、「産業競争力強化法施行２年となる来年１月から３月で行いたい」という御説明があったが、当該検証

はどのように行う予定か、御教示いただきたい。

第１次回答で示したとおり、「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成27年1月閣議決定）の

内容に従い対応していく。

＜「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」＞

①創業支援事業計画の認定（113条1項）については、当該計画の策定及び実施に資するため、都道府県に

創業支援事業計画の認定申請等の情報提供を行うとともに、都道府県の関係機関が創業支援事業者として

参画できることを平成26年度中に地方公共団体及び経済産業局に通知する。

②創業支援事業計画の認定については、創業支援に係る国家目標の早期達成に向け、原則として27年度

中に現在の制度枠組みを含めた検証を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

なお、①については26年度中に実施済みである。（産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画の認定等

に係る都道府県の支援について（平成27年2月6日付総行政10号））

②については現在の制度枠組みを含めた検証について、来年1月から3月に実施予定。

各府省からの第２次回答

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）

9




